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大学発ベンチャー支援者ネットワークの強化大学発ベンチャー支援者ネットワークの強化

大学ＯＢ大学ＯＢ

ＶＣＶＣＶＣ地元中堅・中小企業地元中堅・中小企業

大学発ベンチャー大学発ベンチャー

公的研究機関公的研究機関

商社商社

ネットワークの
拠点組織

（ＮＰＯ等）

ネットワークの
拠点組織

（ＮＰＯ等）

大学発ベンチャー支援者ネットワークの強化イメージ大学発ベンチャー支援者ネットワークの強化イメージ

○地域の経済発展を図る上で、大学等の研究成果に基づく新事業創出は大きな鍵として期待されている。その
ためには、先発の大学発ベンチャーが事業化に成功することにより、後継の起業家に良い刺激を与えるような
スパイラルを生み出すことが重要。

○現在、大学OBや地元産業界有志が地域再生・地域おこしのために、大学発ベンチャーを支援する取組を行っ
ているものの、人的ネットワークが乏しいことから十分な支援を行うことは困難な状況。

○このため、大学ＯＢ・公的研究機関・ベンチャーキャピタル等の大学発ベンチャー支援者のネットワークを強化
することにより、その人的ネットワークを活用して大学発ベンチャーの販路開拓や資金調達等を支援し成長を
促進する。

○地域の経済発展を図る上で、大学等の研究成果に基づく新事業創出は大きな鍵として期待されている。その
ためには、先発の大学発ベンチャーが事業化に成功することにより、後継の起業家に良い刺激を与えるような
スパイラルを生み出すことが重要。

○現在、大学OBや地元産業界有志が地域再生・地域おこしのために、大学発ベンチャーを支援する取組を行っ
ているものの、人的ネットワークが乏しいことから十分な支援を行うことは困難な状況。

○このため、大学ＯＢ・公的研究機関・ベンチャーキャピタル等の大学発ベンチャー支援者のネットワークを強化
することにより、その人的ネットワークを活用して大学発ベンチャーの販路開拓や資金調達等を支援し成長を
促進する。

創業期創業期
◇大学ＯＢ・エンジェル投資家からの投資の確保◇大学ＯＢ・エンジェル投資家からの投資の確保
◇商社等からの事業性評価◇商社等からの事業性評価
◇公的研究機関との協力◇公的研究機関との協力 等等

成長期成長期
◇◇ベンチャーキャピタルからのさらなる投資の確保ベンチャーキャピタルからのさらなる投資の確保
◇◇即戦力となる営業・販売人材の確保即戦力となる営業・販売人材の確保
◇商社からの海外・国内の販路紹介◇商社からの海外・国内の販路紹介
◇地元企業等との共同研究◇地元企業等との共同研究 等等

大学発ベンチャーの成長の促進大学発ベンチャーの成長の促進

ネットワークを活用した大学発ベンチャーの取組例ネットワークを活用した大学発ベンチャーの取組例
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大学発ベンチャー大学発ベンチャー

大手企業大手企業

 

 
 

Ⅲ．産学連携による産業技術人材育成Ⅲ．産学連携による産業技術人材育成
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○産業界は、大学を最も不満のある教育段階であり、新卒の技術系人材に対しては、「基礎学力の不足」、「問
題解決能力の不足」、「目的意識の欠如」「狭い専門領域」等の問題点があると指摘しており産業界の求める人
材と大学が輩出する人材の質的ミスマッチが存在。

○他方で、産業界は、求める人材像について具体な提案をしてこなかった経緯がある。今後、産業界の求める人
材と大学教育のミスマッチを克服するためには、まず産業界が自らが求める人材に必要な知識・能力を抽出し大
学側に提示することが不可欠。

○産業界は、大学を最も不満のある教育段階であり、新卒の技術系人材に対しては、「基礎学力の不足」、「問
題解決能力の不足」、「目的意識の欠如」「狭い専門領域」等の問題点があると指摘しており産業界の求める人
材と大学が輩出する人材の質的ミスマッチが存在。

○他方で、産業界は、求める人材像について具体な提案をしてこなかった経緯がある。今後、産業界の求める人
材と大学教育のミスマッチを克服するためには、まず産業界が自らが求める人材に必要な知識・能力を抽出し大
学側に提示することが不可欠。

１．産業界の求める人材と大学が輩出する人材との間のミスマッチ１．産業界の求める人材と大学が輩出する人材との間のミスマッチ

就学前教育
2%

小学校
34%

中学校
14%

高校
13%

大学
37%

大学院
0%

5

5

5

5

5

8

9

11

0 2 4 6 8 10 12

リーダーシップのある技術
マネージメント人材の不足

新事業における即戦力人材の不足

実体験不足

狭い専門領域

コミュニケーションの不足

意欲低下、目的意識の欠如
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新卒を含む技術系人材に関する現状の問題点新卒を含む技術系人材に関する現状の問題点

日本経団連産学官連携部会委員企業27社へのアンケート調査

（出所：日本経団連資料「大学における人材育成の重要性」）

（企業数）

最も不満のある教育段階最も不満のある教育段階

経済同友会全会員（経営者）へのアンケート調査（387人回答）

（出所：経済同友会教育委員会資料

「企業の教育・人材に関するアンケート調 査2003年」）
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３．技術経営（MOT）の必要性～技術マネジメント力に対する低い評価～

○わが国の科学インフラ分野の水準は主要経済圏60ヶ所中2位（研究開発支出2位、特許取得：
1位）という高い評価を得ているにもかかわらず、マネジメント分野の水準に関しては40位（起業
家精神の普及度：60位、マーケティング：39位）と極めて低迷していると見られている（スイスＩＭ
Ｄ2004）。

○ これは、経営企画－研究所－製造現場の間をつなぎあわせ研究開発の成果を事業化につなげる
マネジメント力を有した中間管理人材を育成してこなかったことが大きな要因と考えられる。

○わが国の科学インフラ分野の水準は主要経済圏60ヶ所中2位（研究開発支出2位、特許取得：
1位）という高い評価を得ているにもかかわらず、マネジメント分野の水準に関しては40位（起業
家精神の普及度：60位、マーケティング：39位）と極めて低迷していると見られている（スイスＩＭ
Ｄ2004）。

○ これは、経営企画－研究所－製造現場の間をつなぎあわせ研究開発の成果を事業化につなげる
マネジメント力を有した中間管理人材を育成してこなかったことが大きな要因と考えられる。

主要経済圏６０ヶ国の比較における我が国競争力

科学インフラ マネジメント

１位：アメリカ

２位：日本

１位：日本

研究開発支出 特許数

２位：アメリカ

１位：オーストラリア

１位：アメリカ

１位：香港

１位：中国

３９位：日本６０位：日本

マーケティング起業家精神
の普及度

IMD : World Competitiveness Yearbook 2004 
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○ 研究開発の成果を事業化につなげる技術経営（ＭＯＴ）人材の育成は、 OJTを中心とする伝統的な企業内
教育訓練や大学での既存の学問領域の枠内にとどまった教育プログラムのみでは困難。
○ ２００７年度（平成１９年度）に産学連携の下で技術経営（ＭＯＴ）人材を米国並みの年間１万人輩出すること
を目標に、平成１４年度より大学等の教育機関に対し、延べ１１３機関の教材プログラムの開発を委託。この
結果、約２３００人のＭＯＴ人材育成コースの設置が進展。
○ しかしながら、現在のＭＯＴ人材育成コースの在籍者の約７５％を占める社会人学生のうち企業派遣受講者
は２０％程度と低迷。今後、企業側が積極的にこれらのコースも活用して技術経営（MOT）人材の育成と活用
を図り、ＭＯＴの実践が定着することが課題。

○ 研究開発の成果を事業化につなげる技術経営（ＭＯＴ）人材の育成は、 OJTを中心とする伝統的な企業内
教育訓練や大学での既存の学問領域の枠内にとどまった教育プログラムのみでは困難。
○ ２００７年度（平成１９年度）に産学連携の下で技術経営（ＭＯＴ）人材を米国並みの年間１万人輩出すること
を目標に、平成１４年度より大学等の教育機関に対し、延べ１１３機関の教材プログラムの開発を委託。この
結果、約２３００人のＭＯＴ人材育成コースの設置が進展。
○ しかしながら、現在のＭＯＴ人材育成コースの在籍者の約７５％を占める社会人学生のうち企業派遣受講者
は２０％程度と低迷。今後、企業側が積極的にこれらのコースも活用して技術経営（MOT）人材の育成と活用
を図り、ＭＯＴの実践が定着することが課題。

技術経営（ＭＯＴ）人材の育成について

２２

１７年度政府予算案：５．０億円
１６年度予算：９．５億円
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○インターンシップは、理論の実践による学習効果の向上等高い教育効果があるとされる。実施校・実施率
は順調に伸びてきており、大学では約半数、高専では9割近くの学校で導入。一方、その中身は、就職を控
えた３～４年生を対象とした短期間の社会見学的なものが多い。
○今後、真に教育効果の高いインターンシップを行うためには、①将来のキャリアプランを構築することを目
的とした １・２年生対象のインターンシップ、②大学・教授のコミットの下で、実ビジネスの課題解決等を行
う実践的なインターンシップなど大学・学生・受入企業のそれぞれの目的を明確化することが必要。

○インターンシップは、理論の実践による学習効果の向上等高い教育効果があるとされる。実施校・実施率
は順調に伸びてきており、大学では約半数、高専では9割近くの学校で導入。一方、その中身は、就職を控
えた３～４年生を対象とした短期間の社会見学的なものが多い。
○今後、真に教育効果の高いインターンシップを行うためには、①将来のキャリアプランを構築することを目
的とした １・２年生対象のインターンシップ、②大学・教授のコミットの下で、実ビジネスの課題解決等を行
う実践的なインターンシップなど大学・学生・受入企業のそれぞれの目的を明確化することが必要。

経済産業省委託調査「起業家型人材育
成のための産学協同教育プログラムにつ
いての調査研究（H15.3） 」

授業一体型のもの等、事前に就業
に必要なスキル修得

マナー研修が中心事前研修

基本的にある基本的になし報酬

中小・ベンチャー企業中心大企業中心派遣先

教授が中心となり運営教授のコミットはほとんどなし運営体制

１ヶ月から１年以上大学・短大は２週間程度実施期間

特に関係なし夏期休暇中実施時期

大学１～４年、大学院生大学３年実施学年

実践型インターンシップ従来型インターンシップ

【【実践型インターンシップ実践型インターンシップ】】
・・我が国では２週間程度我が国では２週間程度のインターシップが主流であり、大学・大学院のインターシップが主流であり、大学・大学院
の学生に求められている実践力を養成することを達成できるものとはの学生に求められている実践力を養成することを達成できるものとは
なっていない。なっていない。

・我が国の産業競争力を担う、真に実践的な人材育成を行うためには、・我が国の産業競争力を担う、真に実践的な人材育成を行うためには、
大学と企業の強固な連携が不可欠であり、大学・教授がコミットした長大学と企業の強固な連携が不可欠であり、大学・教授がコミットした長

期間にわたる実践的インターンシップ推進へ向けた検討が必要。期間にわたる実践的インターンシップ推進へ向けた検討が必要。
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４．インターンシップの現状と課題４．インターンシップの現状と課題
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（参考） 実践的なインターンシップの実施の例（国内外）

大学 企業

【東大・化学システム工学専攻のプラクティス・スクール】 【英国のKnowledge Transfer Partnership (KTP)】
（貿易産業省DTIの産学連携制度）

・課題解決型の研究テーマを企業と大学が打ち合わせて決定
・大学側は研修に先立ち３ヶ月にわたって基礎知識の準備
・企業側は課題解決に必要な情報へのアクセスに協力
・企業は研究成果を、大学は教育機会と経験を得るメリット

学生と共に教官が企業に
常駐する長期インターンシップ

教官修士課程学生

大学 企業

教官

学生
学生

研究者
技術者

企業と大学の共同指
導の下、大学院生が
企業の特定の課題に

取組む

通常は同じ地域内

・目的は、学術リソース利用による産業レベルアップ、産業界への就
職に適した院生教育など。
・２年間のプログラム期間中、90%は企業で働き、その社の規定の
レートで報酬を受け取る。10%は大学におけるトレーニング。
・参加企業600社、学生数1,000人(’97)。この他にも英国には

Cooperative Awards in Sci.&Eng. (CASE)など様々な産学連携人
材育成制度あり。

大学
（ＭＩＴ）

複数
企業

【米国ＭＩＴの Leader For Manufacturingプログラム 】
・米国製造業の主要企業（GM、ボーイング、ヒューレットパッカード、
コダック、インテル等）の協力なコミットを得てMITにおいて教育プロ
グラムを88年に発足。現在までに約５００名の卒業生を輩出。
・パートナー企業からの研究テーマに応じた６ヶ月間の実践的イン
ターンシップを実施。
・企業１社当たり２５００万ドルを負担と全米科学財団（ＮＳＦ）からの
財政支援で実施。
・LFM卒業生の具体的な成果例としては、ボーイング社において、７
３７型航空機の組み立てラインの流れ作業化の成功GMの製造現
場において、リーン・プロダクション・システムの定着化など

企業が提供する研究、
生産管理等の実践
的な課題を解決する
長期インターンを実施

企業から５～６年目のエンジニアを大学院へ派遣
（ＭＢＡと理工学修士の２つの学位を取得）
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